
相模原市監査委員公表第１３号 

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２５２条の３８第６項の規定により、市

長から、平成２４年度及び平成２８年度の包括外部監査の結果に基づき措置を講じ

た旨の通知があったので、当該通知に係る事項を次のとおり公表する。 

 

平成２９年３月２９日 

 

 

相模原市監査委員 八 木 智 明 

 

 

同        坪 井 廣 行 

 

 

同        加 藤 明 徳 

 

 

同        寺 田 弘 子 
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１ 特定の事件（平成２４年度） 

下水道事業に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 

  都市建設局土木部関係各課 

３ 措置に係る通知日 

市長から通知があった日    平成２９年３月２１日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】  措置の状況  
１．【公共下水道使用料】  

 使用料の妥当性の検討  

下水道に接続しており、かつ排水量の

申告がない使用料が著しく低い施設に

ついては、必要な申告がなされていない

可能性が最も懸念されるところである。 

しかしながら、現状においては、申告

そのものが行われているかどうかを検

討する仕組みが十分に備わっていない。 

特定の業種に絞って、その比較を行う

ことで調査対象を検討することも一つ

の方法であり、地域を限定して申告の有

無や使用料の状況を比較する方法も考

えられる。  

いずれにしても、公共下水道が適正に

使用されているかどうか、そして、その

使用量が妥当かどうかという観点をよ

り重視していく必要がある。  

（報告書 ８９頁） 

 
２．【個人設置浄化槽の維持管理】  

 法定検査実施状況について  

適切に維持管理を行っている浄化槽

管理者がいる一方で、保守点検、清掃の

必要性を十分認識せずに法定検査を過

怠している浄化槽管理者を放置するこ

とは、浄化槽行政に対する信頼性を損な

１．【公共下水道使用料】  

 使用料の妥当性の検討  

平成２６年度から平成２８年度にか

けて、順次、スポーツ施設、温泉施設及

びガソリンスタンド業を対象とした同

一業種間の排水量比較調査を行い、当該

結果に基づく適正な改善指導を実施し

た。  

また、排水量申告を行っている施設に

ついても、申告内容の適正性を確認する

ため、約３００施設を対象に、毎年約  

６０施設ずつ、５年に１度の実態調査等

を計画的に実施している。  

 

 

 

 

 

 

 
２．【個人設置浄化槽の維持管理】  

 法定検査実施状況について  

法定検査の受検の促進を図るために

は、未受検者の把握が必要なことから、

平成２７年度までに浄化槽の設置状況

を把握するための浄化槽台帳の整備を

完了させるとともに、浄化槽台帳に指定
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うものであり、市民に対する公平性確保

の観点からいってもこれを放置するこ

とには問題がある。  

このため、行政である相模原市は関連

部署と調整を図り、業務を行う保守点検

業者、指定検査機関などと連携して、浄

化槽の維持管理を確保するための対応

を強化する必要がある。  

 
（報告書 １５９～１６４頁） 

 

検査機関から提出された法定検査結果

等を入力した浄化槽維持管理台帳を作

成した。  

 浄化槽の維持管理を確保するため、平

成２８年度には他市事例等を参考に「個

人設置型浄化槽の維持管理促進を図る

取組方針」を策定した。当該方針に基づ

き、民間清掃業者等と連携し、適正な維

持管理をしていただくためのリーフレ

ットを配布するなど、周知啓発の強化に

努めている。  
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１ 特定の事件（平成２８年度） 
補助金に係る財務に関する事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 
  補助金の予算額が原則として３００万円以上の関係各課 
３ 措置に係る通知日 

市長から通知があった日    平成２９年３月２１日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 
監査の結果【指摘事項】  措置の状況  

１．相模原市防災協会補助金  

補助金は一括して交付されているが、

交付先の予算書では、公益目的事業会

計、収益事業等会計、法人会計に使途の

定めに応じて区分して計上されている。

決算書では、公益目的事業会計の補助金

が減額され法人会計の補助金が増額さ

れており、結果として法人会計に内部留

保が増加している。  

法人会計の補助金を増額させなくと

も経常費用は経常収益を下回っており、

補助金の余剰については、返還を求める

べきである。  

 
（報告書 ２０８～２１１頁）  

１．相模原市防災協会補助金  

相模原市防災協会の法人会計の当期

経常増減額は３，１６０千円となってい

るが、このうち決算時に公益目的事業会

計から法人会計に補助金を振り替えた

ことにより生じた余剰額１，９４２千円

について返還を求め、平成２９年３月

１４日に返還を受けた。  

その他の法人会計の収支差額につい

ては、平成２８年度に実施した防災協会

事務室の増床に係る工事費用とするた

め、内部留保とすることを認めたもので

ある。  

 


